地域医療再生臨時特例交付金の一部執行停止を閣議決定

さて、１０月１３日、政府は第１回厚生労働省政策会議を開催し、平成２１年度補正予算の執行停止の方針を明らかにし、１６日、正式に閣議決定しました。

その内容は、１０月２日時点で確定していた、「緊急人材育成・就職支援基金」７千億などの４，２１８億円に加え、追加執行停止（８５４億円）として、地域医療再生臨時特例交付金（３，１００億円）が該当となり、２，３５０億円に減額されました。

地域医療再生臨時特例交付金は、前政権のもと、急激に悪化する経済状況に対応するため追加経済政策（１５兆円）の一つとして、地域医療再生基金として、３１００億円が措置されることとなっていました。これを受けて厚生労働省は、「平成２１年度地域医療再生臨時特例交付金の交付について」「地域医療再生計画について」の通達を発するとともに、１０月１６日までに各県に対して申請するよう指示していました。

自治労としては、各県本部に対して地域の医師確保や公立病院の機能強化に貢献できるような基金活用となっているかどうかなど、各都道府県の検討状況のチェックを求めていたところです。

今回の一部停止により、当初、１００億円１０箇所、２５億円８４箇所を想定していた二次医療圏の指定については、２５億円９４箇所とする方向となっていますが、厚生労働省としては、「自動的に各県２箇所に交付するものではなく、あくまで地域医療機能が確保できる計画を対象とする」としています。

厚生労働省政策会議においては、今回の減額の代償措置として、持続可能な制度設計を前提に、「次期診療報酬改定において十分に地域医療に資する対応を行うことが前提」としていますが、具体策は全く不明となっています。

自治労としては政権側に対して引き続き、地域医療機能強化の政策を求めていくこととします。
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